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ご安全に！ 参議院議員の村田きょうこです。 

７月９日、経済産業委員会で「電気事業法改正案」について質疑

しました。半導体工場の新設や、生成 AIなどDXの利用拡大、

電気炉の新設などで電力需要の増加が見込まれるなかで、電気

の安定的で安全な供給を確保するための改正を行うものです。 

１．日本金融公庫の貸付金利の引き下げ。0.4％は低すぎる。 

 

 

 

２．発電業者から送配電業者への電源休廃止の事前協議義務
付け。10年間は前すぎでは？情報漏洩の懸念はないか？ 

 

 

 

３．国の補助で行うリスキリングで電気保安資格を取得した人数

は？処遇改善も必要ではないか。 

 

 

 

４．国内 LP ガス容器製造は５社。差別化が難しく価格転嫁もで

きない。地方を支える LP ガス容器製造へ支援してほしい。 

 

 

詳細は次頁以降、または YouTubeをご覧ください。  
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【政府答弁】 
・中東情勢の影響を受ける中小企業支援策として、特別相談窓口や市場金利から0.4％を引
く日本公庫のセーフティネット貸付を実施している。 
・今後は価格転嫁やDX、事業承継などの支援を通じて中小企業の稼ぐ力を高めたい。 

【政府答弁】 
・具体的な協議時期については現時点で特段決まった期間を想定しておらず、今後詳細な制
度設計を検討していく。 
・法律上、大規模発電事業者に求められるのはあくまで「協議を行うこと」であり、その後に
発生する事象について法律以上の義務や責任が発電事業者に発生することはない。 
・協議で得た情報も電気事業法上の行為規制の対象と明記しており、この規制で十分対応で
きる。秘密保持契約をむすぶかどうかは事業者間の判断となる。 

 

【政府答弁】 
・国の補助によるリスキリングを活用して電気保安資格を取得した人数は把握していない。
免許を取得したものの実際に業務に従事していない方もおられることは承知している。 
・業界の魅力度向上、処遇改善は重要である。今後は効果検証の手法を検討し、処遇改善や
官民連携による魅力向上、育成機会の確保を進める。 

 

【政府答弁】 
・容器メーカーが需要減少に伴い長年生産量を減らし、十分な価格転嫁を行えていない場合
があることは承知している。今後詳細を把握し、適切に対応したい。 



 

１．金利上昇局面での中小企業への支援 

 

 

 

村田:現在、日本公庫等による金利引き下げが実施されているが、基準金利そのものが上
昇しているため効果が不十分である。さらなる金利補助や低金利融資制度の強化が必要
ではないか。 
大臣政務官：特別相談窓口やセーフティネット貸付・保証で支援してきたが、日本公庫の
金利は市場に連動するものである。今後は価格転嫁や DX、事業承継などの支援を通じて
中小企業の稼ぐ力を高めたい。 

２.大規模電源の休廃止に関する事前協議 

 

 

 

 

村田:日本の国際競争力を高めるためにはカーボンニュートラルへの対応と安価で安定し
た電力が必要だが、法案の提案理由に電力の脱炭素化や価格に言及していない訳は？ 
赤澤経産大臣:大規模な送電線や電源の整備を促進するための貸付制度の創設や、太陽
光発電設備の安全性向上に関する措置は、電力の脱炭素化に資する。また中長期取引市
場の法定化は中長期での電力取引を活性化し、安定的な価格での電力取引を実現する。 

村田: 発電・送配電事業者間の公平性規制により、両者間の必要なコミュニケーションまで
希薄化しているとの指摘があるが、政府の認識と具体的な問題の有無を伺いたい。 
赤澤経産大臣:一般送配電事業者が電源の休廃止情報を直前まで把握できず安定供給の
設備投資が遅れる事例もあったため、改正案に事前協議規定を盛り込んだ。 

村田:事前協議で共有される休廃止計画の具体的な内容や、実際に休廃止する何日前まで
に協議を行う必要があるのか。 
政府参考人：協議内容の詳細は省令で定める。時期は計画的対応のため早期が望ましい
が、事業者間の競争や自治体への影響も考慮されるため、両面を踏まえ詳細を検討する。 

村田：ワーキングの取りまとめでは「10年程度前」を目安に検討するとされているが、そ
の期間を想定しているのか。 
政府参考人：具体的な協議時期については現時点で特段決まった期間を想定しておらず、
今後詳細な制度設計を検討していく。 

村田：事前協議後に需給変化等で休廃止を撤回した場合、送配電事業者が進めていた対
策の費用負担は誰が負うのか。 
政府参考人：法律上、大規模発電事業者に求められるのはあくまで「協議を行うこと」であ
り、その後に発生する事象について法律以上の義務や責任が発電事業者に発生すること
はない。 

村田：休廃止情報は秘匿性が高く従業員の不安にも繋がるため、秘密保持契約の締結な
どは義務付けられるのか。 
赤澤経産大臣：協議で得た情報も電気事業法上の行為規制の対象と明記しており、この規
制で十分対応できる。個別の秘密保持契約は事業者間の判断となる。 

【課題認識】 
・産業界からは電力価格の上昇や脱炭素化、需要に対応可能な安定的な供給量の不
足が課題としているにもかかわらず、法案にはこれらに触れていない。 
・大規模発電事業者が電源を休廃止する際には、送配電事業者との事前協議を義務
付けているが、ワーキングのとりまとめでは 10 年前が目安とされていた。あまりに
も前すぎるのではないか 

【課題認識】 
・中東情勢の悪化による石油由来製品は以前に比べ確保できるようになったが、価格が
高く、納期が遅れている。 
・日本公庫等による0.4％の利下げが行われているが、基準金利そのものが上昇してい
るため、資金繰りが厳しい。 



 ３.電気保安人材の確保 

 

 

 

村田：国からの補助によるリスキリングで電気系の資格を取得した人数の推移はどうなっ
ているのか。資格は取ったが仕事にはついていないといった状況もあるのではないか。 
政府参考人：国からの補助によるリスキリングを活用して取得した人数は残念ながら把握
していない。また、免許を取得したものの実際に電気工事や電気保安業務に従事していな
い方もおられるということは承知している。 

村田：リスキリング補助で電気系資格を取得した人数や就業状況を把握していないのは人
材確保の本気度が見えない。現場は過酷な働き方なのに海外に比べ平均年収が低いデー
タもあり、魅力向上に努めるべきだ。 
赤澤経産大臣：社会的に大変重要な役割を担っている電気保安人材を確保する観点から
業界の魅力度向上、処遇改善は重要である。今後は効果検証の手法を検討し、処遇改善や
官民連携による魅力向上、育成機会の確保を進める。 

３.ＬＰガス需要と高圧容器メーカー 

 

 

 

 

村田:国内における今後の LPガスや LPガス容器の需要見込みはどのようになっている
か。 
赤澤経産大臣：2025年時点で需要は約 1200万トンだが、年平均 1.4%ペースで減少
し 2030年度には約 1100万トンになる見込みである。容器の需要もこの事業動向に連
動する。 

村田:2年ごとの再検査をパスすれば長期間使い続けられる。経過年数 20年以上の LP
ガス容器が流通全体に占める割合はどれくらいか。 
政府参考人：高圧ガス保安法等において経過年数別の報告義務がなく、関係業界にも統
計がないため、流通している容器のうち 20年以上経過しているものの割合は把握して
いない。 

村田：需要減と容器の長期利用により容器製造メーカーの利益確保が難しくなっている
が、経産省は現状を把握しているか。 
政府参考人：事業者へのヒアリングでは、使用環境による早期交換や、20年超でも一定
頻度で交換する社内方針を持つ販売事業者の事例などを把握している。 

村田：安全規制等で他社との差別化が難しく価格競争に陥る中、原材料高騰等に伴う価格
転嫁が困難な状況にある。地方を支える LPガス容器製造業の価格転嫁を後押しする対
策が必要ではないか。 
赤澤経産大臣：容器メーカーが需要減少に伴い長年生産量を減らし、十分な価格転嫁を行
えていない場合があることは承知している。今後詳細を把握し、適切に対応したい。 

村田：委託ではなく売買契約のため取引適正化法の対象外となるが、容器製造の継続と
賃上げはエネルギー安全保障に直結するため、国からの支援を強く求める。 

以上 

【課題認識】 
・LPガスは地域のエッセンシャル事業だが、人口減少による需要量の減少見込みに加
え、差別化が難しいために価格転嫁が困難、検査に合格すれば 20 年を超えて利用
できる等のため、LPガス容器メーカーは先行きを見通せない状況にある。 
・LPガス販売事業者との関係も委託ではなく、売買契約のために、取引適正化法の対
象にもならない。 

【課題認識】 
・今後電力需要の増加が想定されるが、電気保安資格を取得できる工業高校は昭和
から令和の間に約 540校から 314校へと減少している。 
・電気保安人材の資格を持っている仕事の平均年収が、世界各国と比べて低いという
データが出ており、これが離職の一因にもなっているという指摘もある。 


